
日本クレジット協会　CCR（クレジット研究）第 14号（2026 年 6月）

2�クレジットカード番号等の不正利用と
加盟店のカード会員に対する不当利
得返還義務・損害賠償義務（消極）

●――事実の概要

　氏名不詳の第三者（仮にAとする）が、令
和4年3月12日、Y（被告・控訴人）が運営す
る通信販売ウェブサイトである「ひかりTVシ
ョッピング」において、Yとの間で、9万0759
円相当の商品の売買契約を締結し、当該商品
の配送を受けた。その際、Aは、X（原告・被
控訴人）名義のクレジットカード（以下、単
に「カード」という場合がある）を使用して
本件商品代金を支払った（いわゆるプラスチ
ックカードではなく、カード番号等のカード
情報が無権限利用されたものと推測される）。
Yは、令和4年5月13日、決済代行会社Bから、
本件商品の代金相当額を受領した。Xは、①
XY間で本件商品の売買契約は成立しておら
ず、Yは、Aに対し売買代金支払請求権又は
不法行為に基づく損害賠償請求権を有してい
るにもかかわらず、Bから本件商品の代金相
当額の支払を受けているから、同額分の利得
があると主張して、不当利得返還請求権に基
づき、また、②Yは、名義人の氏名の入力を
求めるなどして不正利用者とXとの同一性の

確認を適正に行うなどといったカードの不正
利用をさせないための対策（例えば、パスワ
ード等の入力を要求する3-Dセキュア等）を講
じるべき作為義務を負っていたにもかかわら
ず、同義務を怠ったと主張して、債務不履行
による損害賠償請求権に基づき、Yに対して、
9万0759円及びこれに対する遅延損害金の支
払を求めて、本件訴訟を提起した。
　一審判決（東京簡判令和4年（ハ）第48512
号　未公表）は、Xの請求を全部認容したので、
Yが控訴。

●――判旨

　原判決取消し。請求棄却
　本判決は、まず、XのYに対する不当利得
返還請求の成否につき、「Yは、決済代行会
社から、決済代行会社との間の規約の定めに
基づき、信用販売代金として本件商品の代金
相当額を受領するのと引き換えに本件商品を
配送しているのであるから、Yに利得がある
ということはできない」と述べ、さらに、
XY間において本件商品の売買契約は成立し

山本　豊
京都大学名誉教授

東京地判令6・7・25　令6（レ）108号　不当利得返還請求控訴事件　LEX/DB25616673

29



日本クレジット協会　CCR（クレジット研究）第 14号（2026 年 6月）

ておらず、Yは不正利用者に対し売買代金請
求権又は損害賠償請求権を有しているから、
Yには利得がある旨のXの主張については、

「Yは飽くまで加盟店であり、本件カードによ
る取引がされれば、決済代行会社を通じて信
用販売代金を受領できる立場にあり、現に本
件商品の代金相当額を受領している。したが
って、Yに別途不正利用者に対して売買代金
請求をする余地がないのはもとより、損害が
生じているともいえない。よって、Xが主張
する権利の存在を理由として、Yに利得を観
念することはできない」として、XのYに対
する不当利得返還請求権の成立を否定した。
　次に、XのYに対する損害賠償請求につい
て、本判決は、「本件取引において、YとXと
の間に、何らかの契約関係が存したというこ
とはできないから、そもそもYの債務不履行
を観念することはできない」と述べて、簡単
に退けたのに続けて、以下のように判示した。
　「なお、Xは、クレジット取引セキュリテ
ィ対策協議会が公表している『クレジットカ
ード・セキュリティガイドライン【4.0版】』
を援用し、Yは、3－Dセキュア、すなわち、
利用者がカード会員本人であることを確認す
るために本人のみが知る情報を入力させるな
どする方法を講じるべき義務がある旨主張す
る。しかし、〔1〕上記ガイドラインの記載内
容は、飽くまでも令和７年3月末までに加盟
店に所定の3－Dセキュアの導入を求める趣
旨にとどまる上⋯⋯、〔2〕本件取引の時点で
通用していたと解される『クレジットカー
ド・セキュリティガイドライン【3.0版】』に
おいては、オーソリゼーションについては

『必要』とされている一方、3－Dセキュアを
含む本人認証については、加盟店の取り扱う

商材や不正利用の被害発生状況等に応じて導
入するいくつかの方策の一つとして位置付け
られているにとどまること⋯⋯に鑑みれば、
Xの指摘する点を斟酌しても、令和4年の本
件取引の時点において、Yによる3－Dセキ
ュアの実施が法令上の義務であったことを導
くことはできず、したがって、Xの主張は採
用することができない」。

●――研究

１　はじめに――本判決を取り上げる意義

　本判決は、プリントアウトするならば、
A4版の用紙2枚に収まるような短いもので
あり、言ってみれば、道を行き交う人々の誰
もが気にもとめない「路傍の石」のような存
在であるかもしれない。しかし、筆者の目に
は、そのように打ち捨てておくには惜しい実
務素材のように映る。その理由は、以下の記
述において明らかにするとおりであるが、何
人も取り上げないであろう判決であるからこ
そ、クレジット研究の専門誌である本誌とし
て検討対象とする意義があると考える次第で
ある。
　本件事案においては、カード情報が不正利
用（無権限利用）されたのを契機に、カード
会員が加盟店を相手取って、不当利得の返還
や損害賠償を訴求しているところ、このこと
自体が珍しく、裁判例として貴重なものであ
ると言い得る。というのも、カードの不正利
用絡みの訴訟案件と言えば、カード発行会社

（以下、「イシュアー」という）とカード会員
間での紛争に関わるもの（イシュアーのカー
ド会員に対するカード利用代金請求事案やカ
ード会員のイシュアーに対する不当利得返還
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請求・債務不存在確認請求事案等）というの
が通り相場であって、実際、本研究会の研究
成果である諸論稿（第1期は本誌9号、第2
期は本誌10号、第3期は本誌11号、第4期は
本誌12号、第5期は本誌13号に各掲載。以下、

「裁判例の動向」で紹介した判決については、
簡略に「第○期○判決」、個別判例研究につ
いては、「第○期個別判例研究□〔著者名〕」
のように示す）において、これまで取り上げ
られたカード不正利用に関する裁判例のすべ
て（ただし、決済代行会社間であるとか、決
済代行会社と加盟店間の紛争等、カード会員
が当事者とならない事案に関するものを除
く）が、このタイプに属する（第1期③判決、
第1期個別判例研究1〔山本〕、第2期②判決、
第3期①判決、第3期個別判例研究1〔新堂〕、
第5期①判決、第5期個別判例研究1〔小塚〕）。
　本件において、Xが、なぜ、イシュアーで
はなく、あえてYを相手取っての訴訟提起に
至ったのか、イシュアー相手では到底勝ち目
はない（例えば、事案内容から見て、会員規
約上の損害補償条項やカード会員免責条項の
要件を満たしえないという理由で）と考えて
の対応であったのか等については、不正利用
の態様、不正利用が生じた原因、Xとイシュ
アーとの折衝の経緯・内容等の諸事情が不明
であるため、詳らかにし得ない（ただし、本
判決は、XYが何らの取引関係にないと述べ
ているから、Yのウェブサイト等からXのカ
ード情報が漏洩し、不正利用されたという態
様ではないものと推測される）。それはとも
かく、本件提訴により、次のような2つの興
味深い法的論点が提起されることになった。
　その第1点は、通販サイトにおける商品購
入のためにカードが不正利用された事案にお

いて、カード会員は、加盟店である通販サイ
ト運営事業者に対して、商品代金相当額を不
当利得として返還請求できるかということで
ある。
　第2点は、加盟店は、自己と何ら契約関係
にない個々のカード会員に対して、クレジッ
トカードの不正利用をさせないための対策を
講ずる義務を負うか、また、仮にそのような
義務を負うとして、どのような内容の対策を
講ずる義務を負うかという論点である。
　以下、各論点につき、順次、検討を加える。

２　カード会員の加盟店に対する不当利得返

還請求の可否

　不当利得返還請求権が成立するためには、
裁判実務が拠って立つ不当利得衡平論の立場
からは、①他人の財貨または労務によって利
益を受けたこと（受益ないし利得）、②他人
に損失を与えたこと（損失）、③利得と損失
との間に因果関係があること（因果関係）、
④法律上の原因がないことの4要件が満たさ
れる必要がある（民法 703 条）。本判決も、
この枠組みを前提としつつ、①の要件（Yの
利得）が満たされないとして、請求を退けた

（④の要件の判断には立ち入らなかった）。
　本判決が、Yの利得を否定した理由は、前
記「判旨」の項で紹介したとおり、Yは、商
品の代金相当額を受領するのと引き換えに商
品を配送しているから、Yに利得があるとは
いえず、また、Yは、決済代行会社を通じて
売買代金を受領できるから、Aに対して代金
請求や損害賠償請求をする余地はなく、この
面からも利得はないというものである。
　本判決に限らず、カード不正利用を契機と
する不当利得返還請求訴訟においては、利得
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の有無が争点になることが少なくない。カー
ド会員・イシュアー間の訴訟に関する判決で
あるが、例えば、❶東京地判平 30・3・27

（2018WLJPCA03278027）は、カード会員が、
海外旅行中に知り合った外国人に脅される等
して、商品や役務の提供を受けていないにも
かかわらず、カードを使用させられ、Xの銀
行口座から利用金額が引き落とされたと主張
して、イシュアーに対して、引き落とし相当
額の不当利得返還を請求した事案において、
利得はイシュアーではなく、加盟店に生じて
いるという理由によって、不当利得返還請求
を否定している（第1期個別判例研究1〔山本〕
を参照）。これに対し、❷東京地判令4・3・
25（金判1658号32頁）では、カード会員が、
同人の妻の姪がカードを盗難して不正に使用
したと主張して、イシュアーに対し不当利得
返還請求をした事案において、イシュアーが
加盟店契約カード会社（以下、「アクワイア
ラー」という）に立替払をしたとしても、イ
シュアーに利得がないとか利得が消滅したと
はいえないと判示し、不当利得返還請求を認
容しており、❶とは異なる態度を示している

（第5期個別判例研究1〔小塚〕を参照）。
　こうした中、本判決は、Yが売買目的物を
配送済みであること等を理由にYの利得を否
定した。カード不正利用の事実を知らずに売
買目的物を配送したYの立場は法的に保護さ
れてしかるべきであるから、Xの請求を否定
した結論は支持されてよいであろう。もっと
も、Yがカード不正利用の事実を知りながら、
代金相当額を受領するのと引き換えに商品を
配送した場合には、Yを保護する理由に乏し
いから、Yの利得ではなく、Yの利得消滅の
抗弁の問題として解決を図る方が、適切であ

るといえよう。
　また、本判決は、Yの利得を否定したにと
どまるものではあるが、利得はイシュアーに
生じていることを含意していると見る余地も
ある。カードの不正利用ケースは、カード会
員からイシュアーに対する支払指図もカード
会員と加盟店間の契約も欠けているという意
味で、二重欠缺の一事例ということができる
が、❷や本判決は、二重欠缺における不当利
得の一般論（詳しくは、藤原正則『不当利得
法〔全訂第 2 版〕』365 頁以下〔2024〕）にか
かわらず、カード不正利用ケースにおいて
は、原則としてカード会員とイシュアー間で
不当利得問題が解決されるべきだという方向
性を示しているようにも思われる。その場合
の不当利得返還請求の可否は、最終的には、
利得の有無というよりは、法律上の原因（給
付保持権原）の存否（前記の④の要件）を決
め手として判断されることになり、そこで
は、会員規約における損失分担条項の解釈・
効力をどう考えるが、決定的な問題となるで
あろう。

３　加盟店のクレジットカード不正利用防止

義務違反による損害賠償責任の成否

⑴　問題の所在

　本件訴訟では、加盟店の民事上のカード不
正利用防止義務の存否や内容・水準をどのよ
うに考えるかが、争点となった。とりわけ、
クレジット取引セキュリティ対策協議会（ク
レジットカードシステムのセキュリティ対策
を推進することを目的に、カード会社をはじ
め決済代行会社、加盟店、ネットワーク事業
者、POSメーカー、消費者団体等、様々な関
係者が参画する協議会である）が策定・公表
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しているクレジットカード・セキュリティガイ
ドライン（以下、単に「ガイドライン」という）
が、民事損害賠償請求訴訟の局面で有すべき
意義いかんという、これまでほとんど議論さ
れていない問題が提起されることになった。
⑵　本判決の内容

　本判決自体は、判旨の項で前述したよう
に、XY間に何らの契約関係がないという理
由で、債務不履行に基づく損害賠償請求を簡
単に退け、それに続く念押し的な説示部分に
おいても、本件取引時（令和4年3月12日）
におけるガイドラインの内容が、Xの主張す
る防止措置（3－Dセキュアの実施等）を義
務づけるものではなかったことを理由に、X
の請求を容れなかったものである。いずれの
説示も、異論なく首肯できる内容である。
　とはいえ、Xが、Yの債務不履行ではなく、
不法行為を理由として損害賠償請求をしたの
であったらどうであったか、ガイドラインが
一定の不正利用防止策を義務づけていれば、
それを遵守していない加盟店はカード会員に
対する損害賠償責任を負うことになるのかと
いった点への関心を誘う説示でもある。そこ
で、以下では、本判決の説示内容の展開可能
性について考察してみよう。

⑶　ガイドラインがEC加盟店に課する不正

利用防止策とその法令上の位置づけ

　実際、ガイドラインは、本判決の後、数次
にわたり改訂され、本稿執筆時点で妥当して
いるガイドライン【6.1 版】（https://www.
j-credit.or.jp/security/pdf/Creditcardsecurit
yguidelines_6.1_published.pdf）においては、
EC加盟店（インターネットによりカード情
報の通知を受ける加盟店）が講ずべき不正利

用防止策として、EMV 3-Dセキュア（オン
ラインショッピング時にクレジットカード番
号等の情報の盗用による不正利用を防ぎ、安
全にクレジットカード決済を行うために国際
ブランドが推奨する本人認証サービス。本判
決では、単に「3-Dセキュア」と記されてい
るが、3-Dセキュア1.0の取扱いは令和4年10
月をもって終了し、現在利用されているの
は、それを進化させたEMV 3-Dセキュアで
ある）の導入のほか、オーソリゼーション処
理の体制整備、加盟店契約上の善良なる管理
者の注意義務の履行及び適切な不正ログイン
対策を実施すること、これに加え、不正顕在
化加盟店（アクワイアラー各社が把握する不
正利用金額が、3か月連続50万円超に該当す
る加盟店）は、類似の不正利用の発生を防止
するために、不正利用の発生状況等に応じ
て、ガイドラインが掲げる不正利用対策から
適切な対策を追加導入することが求められて
いる。
　これらの措置は、経済産業省が所管する

「割賦販売法（後払分野）に基づく監督の基
本方針」（以下、「基本方針」という）におい
て、割販法35条の17の14により加盟店に義
務づけられているクレジットカード番号等の
不正利用を防止するために必要な措置の実務
上の指針と位置づけられているものである。
すなわち、ガイドラインにおいて「指針対策」
と呼ばれている措置又はそれと同等以上の措
置を講じている場合には、クレジットカード
番号等の不正利用を防止するために、割賦販
売法施行規則133条の14第1号に規定する「必
要かつ適切な措置」が講じられているとみな
されることになる（基本方針Ⅱ-2-2-5-5）。
　一般に、セキュリティ対策の実施主体（割
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販法35条の16第1項参照）がガイドライン
の指針対策（又はそれと同等以上の措置）の
実施を怠たることが仮にあったとしても、そ
こで発動されるサンクションは、あくまで公
法的なものにとどまり、直ちに、個別のカー
ド会員との関係で民事的な効果が発生するこ
とにはならないと解される。また、こと加盟
店に関する限りは、割販法自体、他の実施主
体についてとは異なり、処分・罰則規定の対
象からは除外し、アクワイアラー等の加盟店
調査及び同調査の結果を踏まえて行われる措
置を通じて加盟店の義務履行を担保するとい
うスタンスに立っていることにも留意が必要
である（経産省・割販法解説396頁以下。な
お、同378頁も参照）。

⑷　不法行為責任とガイドライン

　他方、公法的サンクションとは別に、民法
709条等の解釈場面において、権利法益侵害

（ないし違法性）や過失の判断の際に、ガイ
ドライン上の指針対策の内容を考慮に入れる
ことの当否も、一応問題にはなりうる。しか
し、その場合であっても、実施主体の区別（イ
シュアーか、アクワイアラーか、加盟店か
等々）、対策の内容、怠りの内容・程度等に
応じ、不法行為法の観点からの精査が不可欠
であり、一本調子の議論では済まないように
思われる。
　本判決が具体的に言及するEMV 3-Dセキ
ュアに絞って述べるならば、本判決も述べる
ように、ガイドライン上の指針対策として、
令和7年3月末までに、原則、全てのEC加盟
店に導入が義務づけられたところであり、同
日以降は、EC加盟店にEMV 3-Dセキュア不
導入のゆえにカード会員から損害賠償を請求

されるというケース自体が生じなくなるもの
と期待される。また、仮にEMV 3-Dセキュ
ア未導入のEC加盟店があったとしても、カ
ード会員として、同加盟店に対して不法行為
による損害賠償を請求するという方途が得策
であるかには、疑問もある。同請求が認めら
れるためには、（a）権利法益侵害ないし違法
性（EMV 3-Dセキュア未導入で営業を行っ
たというだけで、EC加盟店が、カード会員
のどのような権利法益を侵害したと言えるの
か、カード会員との関係で違法と言えるのか
が問題となる）や（b）過失のほか、（c）因
果関係（EMV 3-Dセキュアは、全てのカー
ド利用場面で動的パスワード等の認証を実施
するものではないところ、EMV 3-Dセキュ
アを導入していれば、当該事案においてカー
ド会員に生じた具体的損害は発生しなかった
といえるのか等が問題となる）の要件も充足
する必要があり、それらのハードルは決して
低くないように思われるからである。それよ
りは、カード会員としては、イシュアーに対
し、不正利用の事実を届け出て、カード会員
規約の条項の適用による返金等を求めるか、
チャージバック制度の適用の検討を促す方が
賢明であろう。後者のチャージバックについ
て付言するならば、チャージバック事由に該
当すると認められた場合には、国際ブランド
のライアビリティシフトルールにより、イシ
ュアーではなく、EMV 3-Dセキュア未導入
のEC加盟店がチャージバックによる金銭的
負担を負うことになるから、イシュアーから
カード会員に対するスムーズな返金につなが
る可能性が高いであろう。
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